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日本の食料消費で重要な位置を持つ小麦について,まず,戦後の需給動向を概観し,

その背景にある政策論理を明らかにした.そのうえで,国際価格高騰を受けた輸入小

麦政府売渡価格の引上げや構造改革農政の開始など,2007年度以降の新たな状況下

における小麦の動向を分析し,民主党新政権による ｢農業者戸別所得補償制度｣の実

施を念頭に置きつつ,食料自給率向上に向けた小麦生産振興の諸課題を提示した. 横山英信

はじめに

今日,小麦は,米に次ぐ主食として,日本の食

料消費中で重要な位置を占めているが,その供給

の圧倒的大部分は輸入に依存している.しかし,

近年,国際的に食料需給の不安定さが高まり,食

料自給率向上が喫緊の国民的課題となるなか,小

麦についても,国内生産拡大の必要性が広く認識

されるようになった.民主党政権が2010年3月

に閣議決定した新たな ｢食料 ･農業 ･農村基本計

画｣では,2008年度に41%だった食料自給率を,

2020年度までに50%に引き上げ,同期間中に,

小麦生産量を88万 tから180万 tに倍増させる,

としている.

小麦の国内生産は,戦後を通じて農政動向に大

きく左右されてきた.それゆえ,国内生産拡大に

向けては,何よりも,そのための政策条件を整え

ることが重要である.本稿では,戦後および近年

の小麦をめぐる政策動向を分析し,小麦生産振興

のための課題を検討する.
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1 戦後の小麦需給と小麦政策の概観

(1)小麦の消費動向

小麦の国内消費量は,戦後の高度経済成長期以

降,食生活の欧米化 ･洋風化にともなって大きく

伸び1),1960年度に25.8kgだった小麦の国民1

人当たり年間純食料供給量 (≒小麦粉消費量)は,

1980年度には32.2kgまで増加し,2007年度は

32.3kgである.2007年度の国民1人1日当たり

総供給熱量2551.3kcalのうち,12.7%に当たる

324.4kcalが小麦によるものであり,栄 (596.9

kcal,23.4%)の約半分の比重を占めている2).

2007年度の小麦国内消費仕向量635万t(輸入

小麦544万 t,国産小麦91万 tで,小麦自給率

14%)のうち,83%(529万 t)はパン･麺 ･菓

子などの ｢食用｣,11%(70万t)は ｢飼料用｣,6%

(36万 t)は ｢味噌 ･醤油用,工業用｣に,それ

ぞれ向けられている.国産小麦の80% (73万 t)

は,｢食用｣向けである3).

(2)小麦の輸入 ･国内生産の動向

図 1を見ると,1960年初頭から1970年代半

ばにかけて,小麦の輸入量が大きく伸びる一方,

国内生産量が激減 していることがわかる.1961

年制定の農業基本法は,高度経済成長を受けた｢開

放経済体制｣に対応するため,米や一部の ｢選択

キーワー ド:小麦 (wheat),食料自給率 (foodself-suBiciencyratio),生産振興 (producdonpromotion),輸入抑制 (importcontrol),

価格 ･所得政策 (priceandincomepolicy).
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注1)輸入呈t‡には輸出向小麦粉用原料小麦は含まれないこ
2)飼料用は専増産ふすま用 (2002年度で廃止)と配合飼料用｡

(出所)儀林水産省r食権 (管理)統計年報j各年版より作成O

図1 小麦の園内生産皇･輸入量の推移

的拡大品円｣(畜産 ･野菜 ･果実)を除いた農産

物を輸入に依存する方向をとったが,小麦はまさ

にその典型となった.

ヒ述の小麦輸入依存は,まさに政策的に作られ

たものだった.当時,小麦には,輸出入許可制 ･

輸入割当制がとられ,その輸入は,ほぼ全量が国

家質易 (政府が輸入主体)で行われていた.それ

ゆえ,輸入拡大は,政府の方針を直接,反映した

ものだったのである.国産小麦については,政府

が国内の生産者から無制限に買い入れて,生産者

手取価格を下支えする制度がとられていたが,そ

こでは政府買入価格の水準が国内生産塩を大きく

左右する.この時期の政府買入価格は,国産小麦

の再生産を保障する水準を大きく下回っており,

国内生産量の激減はその反映であった 4).

しかし,1970年代半ば以降,輸入量は停滞傾

向に転じ (時期によっては微減傾向に),一方で,

国内生産畠は一定程度の回復を見せている.これ

は,1970年代半ばの米の第2次過剰発生を受け

て, 1978年度以降,稲作減反面積が大きく引き

上げられたことによる影響が大きい5)

そこでは,米生産者に減反参加のインセンティ

ブ (意欲)を与えるため,減反水田での転作作物

(年度)

の生産に転作奨励金が交付された.

｢転作作物のエース｣とされた小

麦には,比較的高額の奨励金が交

付され,これによる ｢転作小麦｣

の生産拡大が,国内生産量を回復

させたのである.また,これに合

わせて,国産小麦の政府買入価格

も若干引き上げられたことにより,

｢畑作小麦｣や ｢水田裏作小麦｣

の生産壇も下げ止まった.そして,

国内生産を保障するために,輸入

は抑制された6).
これ以降,｢転作小麦｣は,国

内の小麦生産動向に大きな影響を

与えるようになった.小麦のみの

転作統計はないため,大麦と裸麦

を含んだ ｢転作麦｣の作付動向を

見ると,作付面積が最大であった1989年産は

13万4600haであり,これは同年の麦総作付面

積39万6700haの34%であった 7).

当然ながら,｢転作小麦｣は,減反両横が増加

する時には増加し,減少する時には減少傾向とな

る.1980年代末から1990年代半ばにかけての,

国産小麦生産量の減少とその後の増大は,減反面

積の増減に影響されたところが大きい.

なお,1995年のWTO(世界貿易機関)発足に

ともなって,小麦は輸入自由化され,民間業者も

自由に輸入できるようになった.しかし,そこで

は,国家貿易も存続し,民間輸入の際の関税が,

国家貿易におけるマーク･アップ (-政府売買差

益.国産小麦の価格 ･所得補填の原資に充当)よ

りも高 く設定されたため,1995年以降も,小麦

輸入のほぼすべてが,国家貿易で行われている.

また,政斤引こよる国産小麦無制限買入れによっ

て行われてきた生産者手取価格の保障は,2000

年産から,生産者団体と実需者 (加工業者など)

が直接に取引を行う民間流通を前提として,入札

取引価格 (輸入小麦の政府売渡価格がその水準を

規定)と生産コストの差に相当する補填金 (-麦

作経営安定資金)を,生産者に交付する制度に移
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行した (図2).

国産小麦 国産小麦
(2000年以降) (1999年まで)

輸入小麦

図2 国産小麦の生産者手取価格保障の仕組み

(3)｢需要と生産のミスマッチ｣の問題

1999年産までの国産小麦政府無制限買入制度

のもとでは,市場評価を生産者手取価格に反映さ

せるために,政府買入価格には銘柄 (産地品種が

ベース)間格差が設定されていた.しかし,その

ランク付けは,製粉 ･製麺適性とともに,出回り

数量や各県奨励品種の当否が基準とされ,必ずし

も実需者の評価とは一致しなかったため,｢需要

と生産のミスマッチ｣が問題になっていた.

上述の2000年産からの制度移行は,このミス

マッチ解消を目的の一つとして行われたが,ミス

マッチは簡単には解消しなかった.これは,次の

理由による8).

制度移行後,小麦の生産者手取価格は,ほぼ

｢入札取引価格+麦作経営安定資金｣で決まるこ

とになったが,そこで実需者評価が直接に反映さ

れる入札取引価格の比重は,3割前後にすぎない

(60kg当たり,2200円～2300円前後).一万,

7割前後の比重をもつ麦作経営安定資金 (同

6000円～6700円前後)は,1999年産までの政

府買入価格の銘柄間格差に基づき,銘柄ごとの単

価が決定されていた.このようなもとでは,生産

者が,実需者評価を受けて品種転換や栽培方法改

善などを速やかに行うことにはならない.

｢転作小麦｣では,そのうえ,転作奨励金の問

題が加わる.転作奨励金は,10a当たり6万円
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前後～7万円前後で,10a当たりの小麦販売収

入を上回り,また入札取引価格とは無関係に小麦

の作付けや農地利用集積 (大規模経営体への農地

利用の集中)などに対して支払われるため,品種

転換や栽培方法改善などに対する生産者のインセ

ンティブをいっそう弱める.

このような問題に対応するため,2004年産か

らは転作奨励金への品質向上加算の導入,2005

年産からは麦作経営安定資金への品質評価の導入

がなされたが,根本的な解決策にはなっていない.

2 2007年度以降の新たな状況

2007年度になると,小麦をめぐって,①輸入

小麦の政府売渡価格の引上げ,②構造改革農政の

開始,という二つの新たな状況が現れた.

(丑は,2006年秋以降の小麦を含む穀物の国際

価格急騰を受けたものである.2007年4月から

2008年10月まで,半年ごとに引き上げられた

結果,引上げ前に60kg当たり2969円だったも

のが,2008年10月には4562円となり,59%も

上昇した.

これは,国産小麦の入札取引価格 (入札は収穫

年の前年秋に行われる)にも大きな影響を与えた.

2007年産で60kg当たり2321円だった全銘柄加

重平均価格は,2008年産で2470円.2009年産

で3422円と,2年間で47%も上昇した.

そして,こうした状況下で,実需者は,輸入小

麦に対して割安感の出た国産小麦への需要を強め

たため,品質に関わる問題は残りつつも,｢需要

と生産のミスマッチ｣は大幅に縮小した9).

(参は,｢米政策改革推進対策｣と ｢品目横断的

経営安定対策｣が関係する.前者は,米の生産 ･

販売について農業者の自主的取組みを促すためと

して,稲作減反の遂行責任主体を,政府 ･行政か

ら農業者 ･農業者団体 (農協)へ移行させたもの

である.後者は,主要農産物への価格 ･所得補填

(麦作経営安定資金はその一つ)の対象を,一部

の大規模経営体および集落営農組織に限定したも

ので 10),小規模経営層を生産から離脱させ,大

規模層に農地利用を集中させて,主要農産物の生
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産コストを削減しようという狙いを持つ.

これら二つの対策の実施は,小麦の生産動向に

も影響を与えた 11). 前者は,従来,政府 ･行政

が主体なので渋々ながら減反に協力していた一部

米生産農家に減反離脱を促し,米の過剰作付面積

を増大させ 12),｢転作小麦｣の生産を減少させた.

後者は,農地利用の集中や集落営農組織の結成

などが難しく,価格 ･所得補填を受ける要件を満

たせなかった地域が多い都府県の畑作において,

従来からの小麦作付面積の減少傾向を加速化させ

た.また,この価格 ･所得補填は,｢緑の政策｣

(WTO農業協定で,国内農業保護削減の例外と

して規定された,財政支出をともなう政策)を中

心に据えるべく,過去の作付実績に基づく支払い

を補填額全体の7割としたものであった.

そのため,従来,小麦が他作物よりも採算がよ

く.畑作輪作体系中での比重が高かった北海道の

畑作において,低コスト化を達成した経営者に

とっては小麦生産のメリットを減じさせ,小麦作

付けに消極的な行動をとらせるものとなり13),

そこでの小麦作付面積を減少させる結果をもたら

した.

このようなもと,全国の小麦作付面積は,

2006年産の27万2147haから2007年産の26

万3972haに減少した 14).2008年産は,国際価

格高騰を受けての入札取引価格の上昇や,2007

年7月の参議院選挙での与党 (自民 ･公明)大敗

を受けての構造改革農政の手直し15)などのため,

26万5420haへ若干回復したが,以前■の水準に

は戻っていない.

｢品目横断的経営安定対策｣開始後の1経常体

当たり小麦作付規模は,従来から大規模であった

北海道では,田作 (-転作)･畑作に大きな変化

はなく,小麦生産コストにも大きな変化は見られ

ない16).一方,都府県では,価格 ･所得補填の

要件を準たすべく,田作 (-水田裏作 ･転作)･

畑作とも.作付規模は大きく拡大した17).

都府県畑作では,生産コストも大きく低下した

が 1g),先述のように,規模拡大に対応できずに

小麦作を中止した地域が多かったため,作付面積

自体は減少した.都府県田作では,物財費 ･労働

費は減少したものの,規模拡大にともなう借入地

代の発生がそれを相殺したため,結果として,生

産コストはそれほど下がらなかった19).

以上,構造改革農政を小麦に関して全体的に概

観してみると,狙いとした生産コスト削減をほと

んど達成できなかっただけでなく,入札取引価格

が上昇して需要と生産のミスマッチが縮小すると

いう状況があったにもかかわらず,作付面積を減

少させる結果をもたらした,といえる.

3 戸別所得補償モデル対策と小麦生産

2009年9月の政権交代後,民主党を中心とす

る新政権は,構造改革農政を大きく修正して,

2007年7月の参議院選挙時から民主党が掲げて

いた,すべての農家を価格 ･所得補填の対象とす

る ｢農業者戸別所得補償制度｣を実施する方針を

打ち出した.現時点で具体的に実施されている対

策は,2010年度に開始された米のモデル対策だ

けであるが,そこには,小麦生産に影響を与える

と予想される政策要因が,内包されている.

米モデル対策は,稲作減反への参加は農家の自

由意思に任せるものの,米販売価格が米生産コス

トを恒常的に下回っている実情を踏まえ,減反に

参加して割当分を消化した農家に対して,｢過去

の標準的な生産コスト｣と ｢過去の標準的な販売

価格｣の差額相当額を一律に交付し (定額部分 :

l
･に

万5000円/10a),価格がさらに下がった場合

は,追加して差額を補填する (変動部分)こと

によって,農家の減反参加を促し,米の需給調整

を図ろうというものである. '

そこでは,まず,定額部分と変動部分の合計額

が,生産者の減反参加意欲を引き出すものとなる

かどうかが,きわめて重要な問題となる.もしも,

農家の参加意欲を引き出せなければ,米の過剰作

付けを発生させることになり,それは,転作小麦

の生産減少につながる.

また,同対策において,従来の転作奨励金に相

当するものとして措置された ｢水田利活用自給力

向上事業｣では,新規需要米 (飼料用米 ･飼料用

(485)13
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稲など)に対する交付金単価は高く設定されたも

のの (8万 円/10a),小麦については,従来,全

国各市町村で10a当たり5万円前後あったもの

が,全国一律3万5000円にまで大きく削減され

た (後に激変緩和措置はとられたが).これは,

転作小麦の生産にとってマイナスに働 く.

さらに,｢減反割当分の100%達成｣が交付金

交付の条件とされなかったことは,米の過剰作付

けを誘発して,転作小麦の生産を減少させる可能

性をもつ.
■

4 小麦生産振興に向けた諸課題

｢品目横断的経営安定対策｣が,小麦の生産コ

スト削減にほとんど寄与しなかったばかりか,そ

の作付面積を減少させたことを踏まえると,小麦

の生産振興に向けては,まず,価格 ･所得補填に

関して,①すべての小麦生産農家を対象とするこ

と,②補填額の中では,過去の作付実績に基づく

支払い額の比率を減らして,当該年の生産量と実

需者評価に応じた支払い額の比率を増やすこと,

が必要であろう.

上述したように,｢農業者戸別所得補償制度｣

は①の条件を満たしており,この点では肯定的に

評価できる.(塾については,麦における同制度の

開始が2011年度の予定であり,まだその具体的

制度が示されていないため,現時点で評価は行え

ない.ただし,同制度は,｢線の政策｣を中心に

据えるべく,｢過去の作付実績｣を補填額算定の

最重要要素とする考え方をとっている.

WTOの国内農業保護削減規定からできる限

り逃れるため,｢縁の政策｣の比重を高めようと

する方針は,理解できなくもないが,これが生産

拡大に繋がらないことは,今まで見てきたとおり

である.

同制度を小麦生産振興に繋げるためには,(塾を

前提として,(a)補填額を生産者に増産意欲を沸

き立たせるような高い水準 ([入札取引価格+捕

填額]が小麦生産者の平均生産費を大きく上回る)

に設定するとともに,(b)｢需要と生産のミスマッ

チ｣の解消に向けて,各銘柄への補填額を ｢実需
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者評価｣ - ｢入札取引価格｣と連動させて決定す

ること,が必要であろう.

また,稲作減反との関連では,米過剰を解消し

て転作小麦の生産を拡大するには,米モデル事業

について,(C)減反参加農家に対する米の差額補

填の充実,(d)｢水田利活用自給力向上事業｣ に

おける小麦-の交付金の充実,(e)｢減反割当分

の100%消化｣を小麦への交付金交付の条件とす

ること,が必要である.

さらに,生産拡大と ｢需要と生産のミスマッチ｣

解消を見据えるならば,(d)の交付金を,生産量

や入札取引価格と連動させて決定することも,重

要である.

1999年度以降,農林水産省の ｢麦新品種緊急

開発プロジェクト｣のもとで,全国的に小麦の優

良新品種が開発されてきているが20),これらの

技術的成果を実際の生産拡大に結びつけるために

ち,価格 ･所得補填の充実が求められている.

そして,今後,国内での小麦消費拡大が期待で

きないなかで,国内生産拡大を保障するためには,

③小麦輸入を抑制するための政策的措置をとるこ

とが,不可欠である.

おわUに

上に挙げた諸課題は,あくまでも,｢農業者戸

別所得補償制度｣を前提としている.しかし,私

たちは,より根本的な課題へ進む必要がある.

｢食料自給率41%のもとでの米の生産過剰｣と

いう状況は,農産物の全面的な輸入依存体制のも

とで,米以外の作物は採算がとれず,｢よりまし｣

な米に農業生産力が集中していることを示してい

る.それゆえ;一米以外の主要作物の採算性を回復

させ,その生産を拡大させるならば,食料自給率

向上と米生産過剰解消の双方を実現できることに

なる.小麦の生産拡大方策も,このような展望を

見据えて再構築されることが求められる.

それを実現するための最大の保障は,農産物全

般にわたる輸入の抑制と価格 ･所得補填の充実で

ある.現在,年間77万 tにも及んでいるミニマ

ム･アクセス米21)の流入を防ぐだけでも,米過
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剰は一定程度和らぐ.しかし,これらの政策は,

WTO原則と衝突する.当面の課題として,前節

で提起した②にしても,国内農業保護削減の対象

となる ｢黄の政策｣ (生産刺激的な政策)の比重

を高めるものであって,WTO原則にはそぐわな

いし,③はいわずもがなである.

以上より,日本農業を守り,食料自給率を向上

させるために,自由貿易至上主義のWTO協定

の見直しと,農業を含んだ形での自由貿易協定/

経済連携協定 (FTA/EPA)の締結阻止が,避

けて通れない課題であることは,明らかである22).
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